











「アメリカ的生活様式 J( Am er i c a n Way 0 f L i f e) (fC欠くととのできないもののー
っとして「教会 jがあるととは広〈知られている。わが国とは違ってアメリカは，建国以来非常




国憲法は修正第 1条(1791年確定)で.r連邦議会は.留教を定める ζ とKかんする法律.ある
いは自由な宗教活動を禁止する法律……を制定しではならない J(l)という いわゆる「国教樹立












る側も，敢えて修正第 1条のもとでは，連邦最高裁判所 (Federal Supreme Court. 
以下.連邦最高裁と略す )VC控訴する ζ とはできなかった。
ととるが.合衆国憲法修正第 14条の「……いかなる州といえども，正当な法の手続き Cdue
process .of low) VC よらないで.何人からも生命.自由または財産を奪つてはならな仏f~
という規定が 1868年K薙定されてからは事情が一変するo すなわち，とのいわゆるf適法手続 J
条項 CDue Process Clause) VC関する連邦最高裁の解釈が.合衆国憲法修正第 1条k
















1930・年のコクラン事件(C 0 c h r a n v.L 0 u i s i a n a S t 't eBoa r d 0f E d u c a -













恋うあのは 1947年のエグァーソン事件 (Evetson v. B6a.r'd 0、fEd'uca t i on of 




{?ubl I' c s'choo 1 )の児童の刺益のための支出はe 租税K工る公金が私的目的K使用され修
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正第 14条の「適法手続 j条項K違反するものであ !J.また租税が教会の経営する学校を援助し維
持するためK使用され修正第 1条の「国教樹立禁止」条項托違反するという 2つの理由で，同行
(8) 為の差止請求訴訟をなζ した。




多数意見を書いたブラック(B 1 ac k H.L.)判事は. r国教樹立禁止 j条項むもとでは.r. 
…宗教を教授し実践するために， どんな形のものであってもp 何らかの宗教ょの活動もしくは
(9) 組織するためK多少であれ税金が課されてはならない j と述べ， とうした原則氏基づいて夙彼
は.州法は憲法の承認する権限 (constitutional power)の範囲ぎDぎ1J(I[あるとと
を認めまがらも，同法律を，いかなる児童も彼らの信条(f a i th ) (1[よって，あるいは信条のな
いがために，その利益を受けるととが否定されるべきでないという. r公共稿社規定 JCpub-
lic welfare legislation)とみなすとと Kよって，通学輸送のための費用を支総する









一方，反対意見を唱えた 4人の裁判官は. r政教分離の壁J( a wall of separati on 
be.tween church and st ate )の原則を適用する際，児童への援助と教会学校への援助と
の区別は無効であるとした。 そして彼らは，通学輸送の費用は教育プロセスK長ける他の費自























種の事件は 9州K及び.そ1のうちアラスカ.デラウェア，ハワイ，オクラホ 7 ， ウィスコンシン
の 5州は，違憲の判決を下し，一方.コネチカッ人 ミシガン.オハイオ，ペンシルパニアの 4




ーヨーク州法の合憲牲を審理したアレン事件 CA llen v. Board of Education. 392 U s. 








ト判事 tJ ustice Whi te)は， r ...ーかくして，いか左る公金も教科書も.宗派学校K供給さ
れでは左らないo 財政上の利益は.親や児重であるのであって学校K対じてでは在ぃ伊と述べ
合憲と判断する根拠としてf児童利益論 Jを援用した。また.同判決では， r宗教学技(re'l j ← 




件の判決で多数意見を零いたブラック(B lack H.L. )判事が指摘していたととるのものであるO
す左わち， アレン事件での多数意見論者たちは.寄妙Vても「向ーの教科主宰 jとf教育委員会K
よって認可された教科零 jとの区別を全〈無視しているというととである。 (22 すでK述べたよ











ニューヨーク州の定める教科書貸与法(text b 0 0 k loan la w )の履行をめぐる最終的在






なった。と同時VL. 特Kエグァーソン判決での少数意見K もみられたよう VL. 依然、として連邦最
高裁の合憲性審理の中Kは，宗派学校への公費援助は政教分離の壁を侵すものであるという根強






宗派学校への公費援助の問題は 1970年代K入って大きな伝機を迎えた。す左わち 1971 
年のレモン事件(後述 )VLをける連邦最高裁の歴史的左判決K よって， ζ の問題は，新-しい段階
K達したのである。
レモン判決が下される前年の 1970年のウォルツ事件(Wa 1 z v.Ta x C omm i s s i0 n . 
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397 U.S.664 )VC;}，"いて 連邦最高裁は，修正第 1条のf国教樹立禁止 J条項の違反を要求さ
れた法律の合憲性を審査する際の新しい考査基準(t e s t )を掲げた。とれKついては，次の工
うK述べられている。
「われわれは.最終的結果す左わち効果(effect)というものは政治の宗教への過度左絡み
合い (an excessive government entanglement with religionlであ
ってはならないととを確信しなければなら在い。……問題は. とうした絡み合いが過震であるか
どうか， また政府によるしかも継続的在監督 (official and continuing survei-





さて， レモン事件 (Lemon v. Ku r zma n. 403 US. 602 )托ないては，連邦最高裁は.
2つの州法，すなわち 1968年のペンシノレパニア州の非公立初等・中等教育法 (Nonpub.-
Jic Elementary and Secondary Education Actlと1969年のロード・
アイランド州の給与補足法(S a 1a r y S up pl em e n t A c t )の両方の合憲性を審査しなけ
(均・一 'ーれば在ら在かった。 へンゾノレハーア州の法律では，公教育の監督者の指揮の下で，非公立学
校VC;}，">ける世俗的教育サーピスの購入 (purchase of secular educational 












( rec i proca 1 embroi lmen t s)を含むものであb違憲とした。そζ では，同法の効果
(effect)は.本質的民は「国教樹立禁止J条項K反して宗教的活動 (religious en-
terprise)を援助する ζ とであると指摘されていた。
上記の 2つの訴訟事件は，連邦最高裁K上告され.一緒K審理されて 1971年 6月28B VC
-3公一
その最終判決が下されるととK在った。そとでは，修正第 l条の「密教樹立禁止 j条項の規定と
擁護(ma i n t ena n c e )及びそれの修正第 14条を通しての州への適用花関する解釈に最大の
注意が向けられた。それらは をよそ次のよう K要約τぎれる。
第 1VL， f国教樹立禁止 j条項は.州〔国家)の宗教を「樹立 jずる法樟を禁止するばかりで
左ぐ.その樹立VLr関係する J(τespecting) 法律をも禁止するものであるという見解を
(2η 
示した。そとでは，連邦最高裁は，修正第 1条K盛り込まれている f関評、する jという語を強調
し，適用を受けた法律は州む宗教を樹立するものでは在いが， しかし在がらその樹立を導〈一段
措であるという意味虻金いて.そり告的VLf関係する jものであ 9，それゆえ修正第 l条托違反
するものであるとした。
第 2は， ウオiレツ事件の判決で指摘された 3づの主要在悪(e v i 1 S )，ず在わち主権を帯し
え宗教的活動の後援(sponsorshi p)，財政援助 (financial support)，積極的な



















tprecautions)は.それ自体憲法が禁止する一種の絡み合い(e n t a n g 1 eme n t ) VLな













援助の，合衆国(1[:;1，-'ける政治選挙や立法府への介入 Ci n je c t i on).VL反対しているのであるo
最後(1[， 判決は，当初は政治的絡み合いを伴わ左い援助計画も，直ちKその支配を受けるよう
K在るととを予示し左がら.州援助計躍はf自己永続. 13己拡張の性質 J(s，el f-perpetu-






















ピス購入 JVC関する宗派学校援助法ば修正第 1条の「国教樹立禁止 j条項を侵害するものである
として，憲法違反の判決を下した同州連邦地裁の判決(J oh n s on. e t a 1. v. Sa n d e r s. 
e t a 1. 1910)を是認している094j
また 1972年 1月 11 8 VCは. ニューヨーク州連邦地裁ーも，同様VC1971年の世俗的教育サ
(3.5) 
ーピス托関する同州の法棒を違憲とした。(C ornm i t t e e f 0 r p u h 1 i c E d u c a t i 0 n 
a n d Re 1 i g i 0 u s L i b e r t Y.e a 1. v. L e V i t .e t a 1. ) 






管理 (operation and controlJVC自を出すであろうo それだけで向法民政治の宗教
への過度左絡み合い (ent ang lemen't )を確実Kひき起ζす。……教会学校む教関K対する州
のコントローノレを通して.政府によるコントロールは，現存の宗教的コントローノレと絡み合う





した。さらV:C. 判決では. f同法律の運用Kをいては 賛霊法K違反して国教を樹立する可能性が
白刀存在する J と述べ，法律は，政治プロセヌの中K宗教が巻き込まれる可能性.あるいは宗教
上の主義(r e 1i g i ous 1 i n e s ) VCよって著しい市民間の乳榛 (frictionlや政治的分
断 (political subdivision)を生じさせるも可能性を含むものであると指摘したあと.
教会学校べの髄用を自的ε左した州のいかなる援助をも認められないとの見解を示した。
バナモン人ト州での判決K続いて 4月 17自には， オハイオ州の連邦地裁も，同種事件K関す




学校はかな D宗教的自的と宗派的性格を有している ζ と，またそれゆえ(1(:. そうした学校K対す
る州の援助は修正第 1条のτい《つかの本質的な問題を提起するとの判断を示した後.州法の定め
る償還規定K触れ，償還(r e i m b u r s emen t )は.非公立学校へ通う児童の親たちK対しての
















れている。L-かι在がら，同判決は，むしろとうした形態 Cf 0 rm)'だけで憲法解釈をすべきで
ないととを明示し， したがって公費が間接的K宗派学枝氏支出されでいるというととは.憲法上
何ら意味をもたず.そとでは. r計画の究穂的Kもたらす潜在的効果 Cpotential ulti-










(451 金 (fu's'ds)をも供給しては在ら在いととj であ久 ζ の場合公金の量とか援助の度合いと
かは問題と Lないととをつけ加えているo かぐして.オハ年オ1法Kよる宗祇学校援助の措豊は.
鯵疋第久 1条の「国教樹立禁止 j条項托違反するものであるという違態判決を満場{致で採択した
(461 のであるo (走事へ との判決はが後K連邦最高裁Kよって是認された。)
次VC. よ二ューヨーク ~m 托長ける 1970年の法律 Mandated Services Actをめぐる
(4iう



















K拡大してい左いと主張した。関連邦地裁は. r 1騒正第 1条札州が宗教学伎の親をして彼らの
児童K対L..宗教的教育 CreligiousJyoriented education)を施すための援助
を要求してい左い J5O>と述べ. との訴えを却下する判決を下した。事件は，連邦最高裁民もち込

























cal laissez faire)の段階から.教育の州統制段階を経て， ;1:.-"よそ今世紀中葉以降の
形成段階，さらKは裁判所の監督下ttCi."ける教育段階.そして 1970年代K入って「完全在建設 j





















治の宗教(=国家の教会)への過度在絡み合い(e n t a n g 1 eme n t ) Jという法律の合憲性を





















や判決を受けてい在い宗派学校援助計画(例えば. V 0 U c he t p 1 a n. t a x c r e di ts . 
tax deductions for tuition在日花関する論議あるいはそうした諸計画を盛
















注(1) 山田卓生 f 信教の自由一最近のアメワカ~:t.，.ける展開 J (東京大学社会科学研究所「基本的
人権 5 各論 HJ第 11章)， 東京大学出版会 1971， p.4 3 
f彦正第 1条の解釈Kついては同署P47"-'p 54 ~まとめられている。 左な. r教会と国
家との分離Jは.アメリカの歴史vc:t""いて未だかつて一度も経験したととがないゆえ托.誤





育行政の研究ーその中央集権化の傾向J.東海大学出版会. 1 9，7 l • P P. 1 9 8 '"-' 2 0 3参
照るな主ヘ ζ とでいう「宗派学校 jは，主としてE“par0 c h i a 1 sc h.o0 1 "であ9.一
般Kは「教区学校 jと訳されているものである。アメリカの初等・中等学校は.大別して
“p u b 1i c s c ho 0 1 "と“nonpubliゃc school"とK分けられ，後者はさらVC.“p-
arochical school"と“pr i v a t e s ch00 1 "とK分類される0，また. “pr i v-
ate school"VCは s，ectarianとnonseciarian‘があり，それゆえ， “non-
pu.blic schoQI"は“ se.c t a r i ans c h 001 ."と“n0 n se c t a r i a n s c h 0 a-
J "と K大別するとともできるo本稿では，広川意味K長ける“sectarian school" 
を扱っているのでr宗派学校 jを用いるとと忙した。
(3) 宮沢俊義縞「世界憲法集Jc第2版人岩波文鹿. 1976. P.5 5 
(4) 1 925年のギトロウ事件(G i t L0W v. Ne w Y Q r k> 2 6 8 U.S. 6 5 2 )での傍論以来，
修正第 14条を介して修正第1-10条が州の立法権をも拘束するものというとと托走った。そ
して 1940年のカントウェル事件 cCantwell v.Connecticut. 310 U.S.296J 
以来， ζれが信教の自也氏及ぼされた.0 .山田卓生前掲書. P.39 
(5) との「児童利益論 jの認識のはじま bは. カト')"ク教会学校への連邦援助を扱った 1908
年の連邦最高裁判決 (ReubenQui ck .BeaF v. Leupp， 21Q U.S.59) vcみられ
るo George Z.F. Bereday a.nd Joseph‘A.Lauwerys. Churcband 
S t a t e i n Educ a t i on(The Wo r 1 d.Ye a r . Bo0 k 0 J E d u c a t i 0n19 6 6). 
Evans Brothe~s Limited ~151 
(6) ζの「児童利益論 Jvc該当する判決文Kついては，上原貞雄，前掲書>> P.207参照
(η E.Edmund Reutter. Schools and Law， Oceana Publications. 
1 n c .• 1 9 7 0，P. 1 0 0 
(8) lbid." p~97. R.R. Ham.i 1 ton and P.R. Mort. The Law and Publ i，c 
Education. The Foundation Press. Inc叶 1959. P.50 
-40-
(9) 上原貞雄，前掲書. PP.209-210 
締 C.He rrnan P τitchett， The Arnerican Constitutional System. 
McGraw-Hi 11 Book Cornpany， 1976. P.94 
帥上原貞雄，前掲翠 PP.2 09-2 10 
自~ E. Edrnund Reutter. oP.cit.， P.99 
(l~ Ibid.， P.99 
紳 RRHarni1 t on an d P.R. Mo r 仁 op. c i t .P.50 
帥上原貞雄.前掲主主 P.210 
締 中島直忠「米国教育法の歴史的特質 J( i国民の学習権と教育自治 j 日本教育法学会年報
第 3号 各国教育法の比較研究その 1).有斐閣 1 9，7 4 . P.1 8 7 




(Visser， et ux. v. Nooksack Vally School DistJ R.R. Hami)-
ton and P.R Mort. op. ci t， PP.28-29 
{I$ E. Edmund Re u t t e r. op. c i t吋 PP.9 9-100 
(l~ Edd Doerr， Imprications of Supreme Court Decisions for 
Pablic Aid to Parochial S~hools(KeTI Alexander and、K.F.
J ordan. Cons t i tu t i ona 1 Re form of Schoo 1 Fi nance， chapte r 
8). D.C. Heath and Cornpany， 1973， P.194 
O1 The Fleischrnann Report on the Quality， Cost and Finan~ 
cing of Elementary and Secondary Ed'ucatiun， volume 1. 
Appendix 5B， The Viking Press， Inc.， 1972， P.456 
~>> E. Edmund Reut ter， op . ci 1.， P.IOl 
紛 Ibid.，P.I0l 
制 Ed d Do e r r， 0 p. c i t. P. 1 9 4 
帥 1b i d.， P.l 94 
的 Patrick S. Duffy， The First Amendment is not for saJe 
(Phi Delta Kappan. september， 1971)， P.55 
紛 Ibid.，P.55 
紡 1b I' ι. PP.55-56 
帥-Ib i d.， P. 56 
的 Ibid..P砂56
-41-
同 Ibid.，P.56， Edd Doerr， op. ci t.， P. 195 
C3!) Patrick S. Duffv. Op. cit.. PP.56-57 
(3ZJ 1 b i d .， P. 5 7 
(3) Edd DOerT，Op. ci t.， PP.193-194 
B必 1b j d.， P.l 96 
印 との法律は. f世俗的教育サービス法 jCSeculaτEd u c a t i 0 n S e r v i ces Ac t.
197いと呼二ばれ 1970年制定された Mandated Services Actで.年 2，800
万ドノレを非公立学伎の試験や査察左どのためK利用できると Lたが，さらR. との法律Rよっ
て世俗的教育活動を施す非公立学校R3， 300万ドノレの追加が規定された。
The Fleischrnann Repo τt， 0 p. c i t.. P. 3 8'8 
(3.1田 Edd Do e r r， 0 p. c i t . i P. 1 9 7 
自由 1 b jd _.P: 1 97 
自由 とのワォルマン事件では審理され左かったが 1967年の同州の法律.す在わち宗派学校K対
する特別在教青サーピス〔児童の通学.給食，保健.医痕等氏関する補助的サービス)供与を
規定ι免法ゎ律を， オハイオ州最高裁判所は 1971年 11月24日K全員一致で合憲とした。
そ ζでは， レモン判決で提示された 3つの考査基準 Ctests')を通用 L，修正第 1条の「国教
樹立禁止 J条項Kも違反し在いとの判断を下してW る。 CProtestants ~nd Other 
Americans United for. Separation of Church and State， et 
a 1. VωEssex. et aIり 1971) Th e F 1 e j s c hma n n Re p 0 r t. 0 p~ c i t..
P4 57 




位1) Edd Doerr. op. ci t" P.198 
{4~ 1 b i d.1 PP. 1 98-1 99 
(43) 1 b i dぜ.P.l 99 
(4) 1 b i d " P. 1 9 9 
(45l 1 b;I d .， P. 2 0 'u
附 左台， オハイオ州の場合と向様左見解を示した判例として. ペンシノレパニア州フィラデルフイ
アの連邦地裁が 1972年 4月 6日比，同州の法律“ Parent Reimbursement 





べているo Edd Doerτ.op. cit.， P.200 
低骨 The COn1I11ittee for Public Education and Religious Liber-
tyで， とれは 32の宗教，教育及び市民団体の連合から成っているG
(48) ニューヨーク州では，非公立学校のうち宗派学校児通う児童は.約 95%VL達している。
(49) Edd Doerr， op. cit.. P.201 
50) 1 b id.， P.2 0 1 
(5]) 1 b id.， P. 1 8 7 
aJ2) J 0 h n C. Ho g a n.Th e S c h 0 0 1 s. t h e C 0 u r t s I a n d t h e P u b 1 i c




1789 へ~ 1896 3，096 
1897 ~ 1906 2，304 
1907 ~ 1916 3，060 
1916 へ~ 1926 4，464 
1926 へ~ 1936 6，324 
1936 "-" 1946 5，544 
1946 ~ 1956 7，203 
1956 r-... 1966 4，420 




Qi5) Edd Doerr， op.cit.， P.202 
州裁判所 連邦載判所
3，046 50 






3，69 1 729 
2，237 1.273 
37， 125 2，800 
(56) Th e E d u c a s i 0 n D i g e s t， F e b r ua r y 1 9 7 3， PP. 6 7 -6 8 
Th e F I e i s c hma n n R e p 0r t ， 0 p. c i t .， P. 4 5 9 
在公，高等教育分野氏なけるとの種の事件としては 1971年の連邦最高裁民をけるテイル
トン事件 (Tilton v. Richardson， 403 U.S. 672)があるo そ ζ では，教会と
関係したカ V ッジの建設費 (building costs)のための公費援助は憲法違反では左い
との判決が下されている。
的例えば 1970年 3月VLニク Yン大統領の任命氏基づいて設置された. r学校財政氏関する
-43-







The Flei schmann Report， Op. ci t _， P.446 
一-44一
